
令和９年度予算概算要求額 5,227百万円（前年度 4,356百万円）
中山間地域農業農村総合整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
中山間地域の特色を活かした営農を確立するため、農業生産を支える水路やほ場等の農業生産基盤と生産・販売施設等の総合的な整備を推進します。

＜事業目標＞
中山間地域等において、農業生産基盤及び生産・販売施設等の総合的な整備を行っている地区のうち、収益力向上等を達成する地区の割合
（10割 [令和11年度まで] ）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農業生産基盤整備
・ 所得確保のための農地の区画整理、農業水利施設、暗渠排水
・ 国土保全のための農用地保全施設
・ 農業の維持発展を図るための土地基盤の再編・整序化 等

２．農村振興環境整備（１に付帯して実施）
・ 農産物の付加価値を高めるための加工・販売施設
・ 高収益作物の導入に必要な農業施設
・ 地産地消型エネルギーシステム構築のための農村資源利活用推進施設 等

【実施要件】
・ 農産物の高付加価値化等を通じた地域の所得確保及び
農地や水利施設等の生産基盤の保全・再編利用に取り組む地域

・ 農業生産基盤※1１工種以上かつ全体で２工種以上
・ 受益面積が農業生産基盤※1の合計で10ha以上
（生産・販売施設等※2と一体で整備する場合は５ha以上）

・ ５法指定地域又は指定棚田地域であって、林野率50％以上かつ農用地の
傾斜が1/100以上の面積が生産基盤整備を行う農用地の面積の50%以上
を占める地域
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※1 土地基盤の再編・整序化及び埋蔵文化財調査を除く
※2 生産・販売・交流・農泊等施設整備、農業施設新設・

移設・補強・集約・環境整備
＜事業の流れ＞
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［お問い合わせ先］ 農村振興局地域整備課 （03-6744-2200）

農業集落排水施設
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設の整備を支援

施設整備は延床面積46
万円/㎡を上限に支援

（注）上記要求額のほか、事項要求



中山間地域農業農村総合整備事業（拡充）
～「防災・減災型」を創設（拡充）、活性化施設等整備の平米あたり整備費上限の改定（拡充）、農業集落排水施設整備事業の追加～

○ 農村における防災・減災対策を推進する観点から、
中山間地域において、地域の防災力を向上させる整備を実施した場合に活用
できる、「防災・減災型」を創設し、中山間地域の農村における地域の防災力
向上を推進。

【要件】
・ 「田んぼダム」に取り組むこと、又はため池等の貯留施設を整備すること。
・ 流域治水プロジェクトが策定・改定される水系、治水協定が締結される水系等
に指定もしくは指定される見込みの地域であること。
・ 地域防災計画等において、当該施設に関する位置づけがあること。

以上の要件を満たす場合に、
・ 面積要件 5ha以上
・ 防災ガイドラインの適用を要望

○ 近年の資材価格の高騰の影響等に対応し、
施設整備をこれまでと同様に支援するため、
活性化施設等整備に係る上限単価の制限を
延べ床面積１㎡あたり「29万円以内」から
「46万円以内」に改定。

＜拡充② 活性化施設等整備の平米あたり
整備費上限の改定＞

＜拡充① 「防災・減災型」を創設 ＞

＜拡充③ 農業集落排水施設整備事業の追加＞

ため池の改修

農業集落排水施設

放流先の農業用水路

肥料を活用するほ場

○ 水源条件が脆弱な中山間地域等における農業用水の補完や、発生する
汚泥をたい肥化して農地還元を図るため、農業集落排水施設整備事業を追
加し、農村生活環境の改善に加え、農業生産の維持及び資源循環を推進。

【要件】
・ 農業用用排水施設、農地等の整備と農業集落排水施設の整備を一体的に
実施。

農業用用水路、農地等と
一体的に整備

活性化施設
静岡県（地区名
不明）

活性化施設
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